
様式集
１　応募する法人等は、表に掲げる書類一式を提出すること。（正本１部、副本４部）
	令和８年度 あいりん日雇労働者等自立支援事業業務委託 応募に関する質問票
	様式１

	① 「令和８年度 あいりん日雇労働者等自立支援事業業務委託」応募申請書
	様式２－１
又は
様式２－２

	② 事業計画書
　　以下に掲げる項目及び様式の項目「ア」は共通とし、「イ」～「オ」の事項に関しては業務ごとに提出すること。
　ア　応募団体概要
　　　連絡先は所在地と違う場合のみ、この応募について連絡可能なあて先を記入すること。
　　　事業担当責任者は事業の計画・実行にあたって中心的な役割を果たす人を記入すること。
　イ　業務の効果
　　　業務を実施することにより、期待される効果（達成目標）について記入すること。
　ウ　業務の概要（具体的な内容）
　　　業務の内容と、その業務内容をどのような方法・形態で実施するのか記入すること。（必要に応じて図示することとする。）また、実施項目についても記すこと。〔選考基準の項目を視点にいれて作成すること。〕（業務内容を詳しく説明するために必要な場合は、別途企画書（書式自由、サイズは最大Ａ３まで）を提出すること。その場合、プレゼンテーションに用いる企画書として活用することも考慮すること。）
　エ　業務のスケジュール
　　　業務の実施内容を時系列に要約して記入すること。
　オ　業務に必要な経費内訳
　　　経費の費目ごとにまとめ、金額及び経費の積算内訳を記入すること。（積算内訳を説明するのに必要な場合は、別途（書式自由）積算書を提出すること。）
	様式３

	③ 全体事業計画書
　　　契約期間中の事業計画の概要について、年度ごとの中間目標、最終到達目標を示し、企画書を提出すること。
	様式自由

	④ 役員名簿
役員の氏名、ふりがな、住所を記入すること。既存のものがある場合は、そのコピー等で可能とする。
	様式４

	⑤ 委託事業実施にあたっての組織体制
	様式５

	⑥ 応募者の概要（団体の業務内容がわかるもの。パンフレット等、様式自由）
	

	⑦ 登記簿謄本、又は登記事項証明書
（法人の場合。提出日前３か月以内に発行されたもの。写し可）
	

	⑧ 申請内容確認書
	様式６

	⑨ 印鑑証明書（写し不可）
	

	⑩ 使用印鑑届
	様式７

	⑪ 最近２か年の税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書
（提出日前３か月以内に発行。写し可）⇒（税務署の様式その３又はその３の３様式〔法人〕又はその３の２〔個人〕）
	

	⑫ 最近２か年の市町村民税及び固定資産税の納税証明書
（提出日前３か月以内に発行。写し可）ただし、非課税で本証明書が２か年分提出できない場合は、その旨を記載した理由書
	

	⑬ 委任状（連合申請のみ）
	様式８

	⑭ 定款の写し
  ※ 任意団体等にあっては、これに相当する書類
	

	⑮ 最近２事業年度の財産目録、貸借対照表、資金収支計算書、事業活動計算書、付属明細書、計算書類に対する注記、事業報告書（任意団体にあってはこれに相当する書類）、会計監査人による監査が義務付けられている場合は会計監査人の監査報告書の写し
法人税の申告が義務付けられている法人にあっては法人税申告書別表１・４・５・１６及び税務署提出の計算書類（勘定科目内訳書は不要）の写し最近２事業年度の財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書（任意団体にあってはこれに相当する書類）
	

	⑯ 連合体結成にかかる協定書又はこれに相当する書類※ 
連合体での申請のみ。
様式は任意で、連合体の構成員、代表者、役割分担、組織運営に関する事項等を記載したもの
	

	※その他、団体案内等参考となる書類があれば添付すること。
	


※本市入札参加有資格者名簿（業務委託）に登録されている者については、⑨⑩⑪⑫は省略することができる。なお、本市入札参加有資格者名簿（業務委託）に登録されていない者であっても申請日から３か月以内に福祉局において、他のコンペもしくはプロポーザルに参加申請を行い、かつ税務署が発行する最近２か年の国税にかかる法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書、市町村民税並びに固定資産税の納税証明書を提出済みの者は、その旨を応募申請書に記載することによって省略できるものとします。また、⑦⑨⑩に関しては、正本について原本一部を提出し、副本については省略できるものとする。
２　申請上の注意事項

（１）提出後の申請書類の再提出及び差し替えは認めない。
（２）提出された書類については、理由の如何に関わらず返却しない。
（３）書類を提出後に辞退する場合は辞退届を提出すること。
（４）申請に関して必要となる費用はすべて申請者の負担とする。
（５）申請書類の著作権は、申請者に帰属する。ただし、選定結果の公表等、市が必要と認める場合は、申請書類の内容を無償で使用できるものとする。
（６）申請書類は、大阪市情報公開条例に定めるところにより、公開される場合がある。
（７）申請書類の表紙には正本か副本かを表示し、副本については、審査における匿名性を確保するた　め、受注者を推定できる内容（受注者の名称、所在地、代表者氏名）をマスキング（匿名化）すること。
（８）申請書類は、原則としてＡ４判（Ａ３版で作成したものは、折り込んでＡ４判に合わせること）横書きとする。申請書類は、紙等のファイルに、縦に左綴じにし、各ページにページ番号を記入したうえで目次を付すこと。
なお、ファイルの表紙と背表紙には応募する業務名称を記載し、正本のみ法人等の団体名称を明示しておくこと。
（様式１）
令和８年度 あいりん日雇労働者等自立支援事業業務委託 
応募に関する質問票
大阪市福祉局自立支援課ホームレス自立支援グループ　宛
〒530－8201  　大阪市北区中之島１丁目３番２０号
　　　　　　　　　　電話番号　　　　　 ０６－６２０８－７９２４　　担当　小畑・村岡
　　　　　　　　　メールアドレス     fa0116@city.osaka.lg.jp
※（電子メール送信後、確認のためお電話をお願いします。）
	団体名
	

	（質問事項）


	担当者氏名
及び連絡先
	担当者：
住　所：
電話番号：（　　　）　　　　　－
FAX番号：（　　　）　　　　　－
メールアドレス：


（様式２－１）
令和　　年　　月　　日
令和８年度 あいりん日雇労働者等自立支援事業業務委託 
応募申請書
大阪市福祉局長　向井　順子　様
　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
団体所在地
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（事業担当者氏名　　　　　　　　　）
（TEL　　　　　　　　　　　　　　）
令和８年度公募型企画プロポーザルについて、以下のとおり関係書類を添えて応募します。
	添付書類
	１．事業計画書（様式３）
２．役員名簿（様式４）
３．委託事業実施にあたっての組織体制（様式５）
４．事業者の概要（様式自由）
５．登記簿謄本、又は登記事項証明書
６．申請内容確認書（様式６）
７．印鑑証明書（写し不可）
８．使用印鑑届（様式７）
９．最近２箇年の税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書
10．最近２箇年の市町村民税及び固定資産税の納税証明書
11．委任状（連合申請のみ・様式８）
12．定款の写し、またはこれに代わるもの
13．最近２事業年度の実績
〔財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書〕


（様式２－２：連合体用）
令和　　年　　月　　日
令和８年度 あいりん日雇労働者等自立支援事業業務委託 
応募申請書
大阪市福祉局長　向井　順子　様
（申請団体名称）
（代表者）
団体所在地
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（構成員）
団体所在地
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
令和８年度公募型企画プロポーザルについて、以下のとおり関係書類を添えて応募します。
	添付書類
	１．事業計画書（様式３）
２．役員名簿（様式４）
３．委託事業実施にあたっての組織体制（様式５）
４．事業者の概要（様式自由）
５．登記簿謄本、又は登記事項証明書
６．申請内容確認書（様式６）
７．印鑑証明書（写し不可）
８．使用印鑑届（様式７）
９．最近２箇年の税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書
10．最近２箇年の市町村民税及び固定資産税の納税証明書
11．委任状（連合申請のみ・様式８）
12．定款の写し、またはこれに代わるもの
13．最近２事業年度の実績
〔財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書〕
14．連合体結成にかかる協定書又はこれに相当する書類（連合申請のみ）


　※１～３は連合体として作成すること。
　　４～13は連合体を構成する構成員（代表者を含む）毎に作成すること。
（様式３）
令和　　年　　月　　日
令和８年度 あいりん日雇労働者等自立支援事業業務委託 
事　業　計　画　書
応募団体概要
	団体名称
	

	所在地
	〒　　　　－

	連絡先（上記と異なる場合）
	〒　　　　－

	代表者名
	

	事業担当責任者
（この事業に専任して従事する人）
	・氏名
・電話番号
・ＦＡＸ番号
・Ｅ－ｍａｉｌ

	職員数（役員は除く）
	

	組織体制
	

	団体の財務状況
	・今年度の予算　　（収入額）　　　　　　　　　　円
（支出額）　　　　　　　　　　円


　※連合体の場合、団体の財務状況は不要。
Ⅰ.事業の名称
	


１．業務の効果
	（効果）業務を達成することにより期待される効果・目標値も含めた達成目標を明確にしてください。


２．業務の概要（具体内容）
	（注）【相談支援業務】においては、新規利用者に対して早期自立に向けた支援をどのように行うのか、新規利用者が頻回利用に陥らないようにどのように支援を行うのか、居場所支援の利用が３カ月を超える長期利用者が大多数を占める現状を踏まえ、利用者に対して自立に向けた支援をどのように行うことが適当か、事業者が持つノウハウを活かした具体的な方策（地域移行支援事業との連携含む）を記載してください。
※上記について、自立に向けた支援プロセスをフロー図で可視化するなど、明確に示してください。


３．業務のスケジュール
	サブタイトル
	年月
	活　　動　　内　　容

	
	
	


４．業務に必要な経費内訳（費目は例示ですので、必要に応じて変更してください。）
○相談支援
（令和８年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　　目
	経　費　内　訳
	金額（税抜き）

	固定経費
	物件費
	通信運搬費
	
	円

	
	
	消耗品費
	
	円

	
	
	印刷製本費
	
	円

	
	
	光熱費
	
	円

	
	
	賃借料
	
	円

	
	
	謝　金
	
	円

	
	
	その他
	
	円

	
	小　　計
	
	円

	
	人 件 費
	
	円

	合 　　計
	
	円


※経費内訳は、明細を記入するなど詳しく記入してください。
※精算時には、本明細書をベースに作成いただきますので、これを踏まえて作成してください。
○居場所支援
（令和８年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　　目
	経　費　内　訳
	金額（税抜き）

	固定経費
	物件費
	通信運搬費
	
	円

	
	
	消耗品費
	
	円

	
	
	印刷製本費
	
	円

	
	
	光熱費
	
	円

	
	
	賃借料
	
	円

	
	
	謝　金
	
	円

	
	
	その他
	
	円

	
	小　　計
	
	円

	
	人 件 費
	
	円

	
	合　　計
	
	円

	精算対象経費
	物件費
	・
	
	円

	合 　　計
	
	円


※経費内訳は、明細を記入するなど詳しく記入してください。
※精算時には、本明細書をベースに作成いただきますので、これを踏まえて作成してください。
○高齢日雇労働者社会的就労支援
（令和８年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　　目
	経　費　内　訳
	金額（税抜き）

	固定経費
	物件費
	通信運搬費
	
	円

	
	
	消耗品費
	
	円

	
	
	印刷製本費
	
	円

	
	
	光熱費
	
	円

	
	
	賃借料
	
	円

	
	
	謝　金
	
	円

	
	
	その他
	
	円

	
	小　　計
	
	円

	
	人 件 費
	
	円

	
	合　　計
	
	円

	精算対象経費
	人件費
	
	円

	合 　　計
	
	円


※経費内訳は、明細を記入するなど詳しく記入してください。
※精算時には、本明細書をベースに作成いただきますので、これを踏まえて作成してください。
○越年時支援
（令和８年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　　目
	経　費　内　訳
	金額（税抜き）

	固定経費
	物件費
	通信運搬費
	
	円

	
	
	消耗品費
	
	円

	
	
	印刷製本費
	
	円

	
	
	光熱費
	
	円

	
	
	賃借料
	
	円

	
	
	謝　金
	
	円

	
	
	その他
	
	円

	
	小　　計
	
	円

	
	人 件 費
	
	円

	
	合　　計
	
	円

	精算対象経費
	物件費
	
	
	円

	合 　　計
	
	円


※経費内訳は、明細を記入するなど詳しく記入してください。
※精算時には、本明細書をベースに作成いただきますので、これを踏まえて作成してください。
○経費合計
	相談支援　令和８年度　合計（税抜き）
	円

	居場所支援　令和８年度　合計（税抜き）
	円

	高齢日雇労働者社会的就労支援　令和８年度　合計（税抜き）
	円

	越年時支援　令和８年度　合計（税抜き）
	円

	計　令和８年度　合計（税抜き）
	円


	合計　令和８年度　合計（税込み）
	円


（様式４）
令和　　年　　月　　日
役　員　名　簿
団 体 名
             代表者名
	役　職　名
	ふ り が な
氏　　　名
	住　　　　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（様式５）
委託事業実施にあたっての組織体制
（※他の関係機関との連携、連携の構築方法、方針等についても記載してください。様式は自由とします。）
	


（様式６）


（様式７)
使 用 印 鑑 届
	
	
	


実　　印　　　　　　　　　　　　　　使　用　印
※使用印は役職名又は氏名等が表示されたものに限ります。
契約の締結、代金の請求及び領収その他契約事務一切に関し上記印鑑を使用します。
令和　　年　　月　　日
大阪市福祉局長　向井　順子　様
所在地
団体名
代表者名
（様式８)
事業者提出用(連合体用)
 委任状 
令和   年   月   日
大阪市福祉局長　向井　順子　様
（構成事業者）住所又は事務所所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
私は、下記の者を代表事業者とし、
令和８年度 あいりん日雇労働者等自立支援事業業務委託 
に係る次の権限を委任します。
（受任者）住所又は事務所所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

委任事項
１　応募書類の提出その他応募に必要な事項について
２　契約の締結について
申 請 内 容 確 認 書


令和　　年　　月　　日


大阪市福祉局長　向井　順子　様


以下の内容について相違ないことを申請します。





代表者実印押印欄





本店住所


商号


代表者役職・氏名








業務名称：令和８年度　あいりん日雇労働者等自立支援事業業務委託　　





誓約事項


貴市における公募型企画プロポーザル参加資格審査申請につき、次に掲げる事項に相違ないことを誓約します。


・地方自治法施行令第167条の４(契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者)に該当しません。


・法令等の規程により、営業又は事業について免許、許可又は登録を要する場合において、当該免許、許可又は登録を受けています。


・令和　年　月　日現在において、１年以上営業又は事業を行っています。


・市町村民税、固定資産税並びに消費税及び地方消費税を完納しています。


・大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に掲げる措置要件に該当する行為を行いません。


・宗教や政治活動を主たる目的とした団体ではありません。


・特定の公職者（候補者を含む）、または政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体ではありません。


・以上のすべての誓約事項に相違ありません。相違があった場合は公募型企画プロポーザル参加資格を取り消されても異議申し立てを行いません。また大阪市契約関係暴力団排除措置要綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による措置を受けた場合は、同要綱に基づく公表がされることに同意します。












